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要旨

　地域の経済構造の把握や経済波及効果の分析に用いられる産業連関表（I/O表）の新たな活用
法を提案する。I/O表は全国で一律かつ規則的に作成されるため，地域間の比較や産業構造の可
視化，長期的な変化の抽出のための統計表として利用できると考えた。そこで，都道府県ごとに
作成された産業連関表を多変量データとみなして，いくつかのデータ解析手法を適用した。本稿
では，類似比較・可視化の観点から，複雑な高次元I/Oデータから主成分分析により低次元の特
徴空間にデータを還元した後，クラスタリングとマッピングを試みた。クラスター分析では，縮
小された次元を特徴づける産業グループで都道府県を分類している。マッピングでは，産業分野
ごとに都道府県の相対的な位置関係を可視化している。さらに主成分分析では，都道府県の産業
構造の概要と年次推移を把握することができる。最後に，これらの分析方法とその結果を通して
多変量解析の枠組みを用いたI/O分析のプロセスをまとめる。
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１．はじめに

　産業連関表 1）は，国内経済において一定期間（通
常１年間）に行われた財・サービスの産業間取引
を１つの行列に示した統計表であり， 5 年ごとに
作成・公開されている。一般的に，作成対象地域
における経済構造の把握，経済波及効果の計算，
各種経済指標の基礎資料として用いられている
が，我々は，恣意的な選択なく，統一的に作成さ
れるという特性から，従来のような地域内の分析
だけでなく，地域間の比較や年次推移の可視化な
どにも用いることができると考えている。
　本稿では，2005年（H17）と2011年（H23）の 2 時
点における都道府県版産業連関表（取引基本表内
の内生部門）データを用いて，産業取引の構造に
関する都道府県比較や経年変化の抽出および可視
化を試みる。我々の分析の関心は，個々の産業間
の取引構造ではなく，産業全体の取引構造やそれ
に基づく都道府県の類似性の抽出であるため，（34
×34で表される）産業部門間の複雑な取引を数値
化した内生部門データに対して，主成分分析を用
いて，多くの情報を反映させつつ解釈可能な扱い

やすい特徴空間へ変換を行い，各産業の特徴を保
持した変換データを用いて産業構造の全体像を俯
瞰的に見ることに徹した。
　産業連関表を多変量データとして扱い，分析を
試みた先行研究は，適用する解析手法とその目
的および使用データに違いが見られる。解析手
法においては，長沢（1988）2）や渡邊・下田・藤川

（2009）3），Feser&Bergman（2000）4）は解析手法
に因子分析を採用しており，共通して，「産業ク
ラスター」の特定を目的としている。特に渡邊他

（2009）3）では，複雑な連関構造の背後に潜む相互
に関連性の高い産業群を「産業クラスター」と定
義し，共通因子の抽出を試みている。原田・寒河
江（2019）5）は抽出された産業の特徴が正負で相殺
されることがない非負値行列因子分解を適用し，
特徴の解釈を容易にしながら，産業構造の比較を
試みている。本研究と同じく産業連関表に主成分
分析を適用した例は，Roepke,Adams&Wiseman

（1974）6），Czamanski（1974）7），千葉（2019）8）など
があるが，いずれも特定の対象地域における産業
連関表に適用し，地域内に限って議論されたもの
である。

Abstract
　We propose a new application of the input-output table （I/O table） to understand the economic structure 
and analyze the economic ripple effect in a region.
　As the I/O table is created uniformly and regularly regardless of the study area, we thought that it could 
be used as a statistical table to obtain comparisons between regions, visualization of the industrial structure, 
and extraction of long-term change. We apply several data analysis methods by considering the I/O table 
created for each prefecture as multivariate data.
　In this study, we attempt clustering and mapping, from the perspective of similar comparisons and 
visualizations after a principal component analysis is used to reduce data from complex high-dimensional 
I/O data to low-dimensional feature space. The cluster analysis shows the classification of prefectures with 
industry groups the characterize the reduced dimension. The mapping visualizes the relative positional 
relationship between prefectures by industry sector. In addition, the principal component analysis for a 
prefecture provides an overview of the annual trend of the industrial structure in the prefecture. Finally, 
through these analysis methods and results, we summarize the process of I/O analysis using a multivariate 
analysis framework.

Keyword
　Principal Component Analysis, Input-output table data, Visualization of Industrial Structure
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　分析対象とする産業連関表の構造上の違いとし
ては，我々が産業連関表の取引基本表データを対
象としているのに対して，長沢（1988）2）は日本の
製造業における投入産出構造の変化を分析するた
め，生産誘発依存度と生産誘発係数を対象デー
タとしている。またFeser&Bergman（2000）4）や
渡邊他（2009）3）は投入産出構造による産業クラス
ターの違いを議論することを目的に「投入係数」
や「産出係数」を使用している。Vom&Bhatta

（2007）9）は需要と供給の繋がりを分析するため，
部門別の「投入係数」と「産出係数」における相
関係数を利用した相関係数行列を使用している。
入江（2018）10）は，生産額構成比に対してクラス
ター分析を行い，都道府県の類型化を試みている。
このように産業連関表は，分析対象となるデータ
が複数存在し，どのデータを使用するかは解析者
の分析目的に依存する。本研究では，産業連関表
に主成分分析を適用することの有効性を検証でき
るよう，どの地域においても必ず作成され，産業
連関分析にも多用される取引基本表内データを使
用した。加えて，生産額基準では見えない産業間
取引構造を分析するため，各部門の列和を 0 ，分
散を 1 にする標準化処理（詳細は「4 ．データの
概要」で後述している）を行い，それも合わせて
使用データとして扱っている。
　本稿では，全国版の産業連関表に主成分分析を
適用し，その特徴空間上で各都道府県の位置づけ
を図るとともに，類似性や産業構造の抽出を行う。
さらに， 2 期間分の産業連関表（H17，H23）を
用いて，経年による産業構造の変化を視覚的に捉
えるための分析例を示す。

２．産業連関表

　産業連関表は，総務省を中心に各府省庁におい
て，西暦年の末尾が 0 又は 5 の年次（昭和30年

（1955年）表以来）を対象として 5 年ごとに作成さ
れる。調査対象地域によって，全国版・地域版・
都道府県版などがあり，基本的な構成要素は，取
引基本表，投入係数表，逆行列係数表である。対

象となる産業部門は，分類の粒度によって小分類
（190）・中分類（108）・大分類（37，平成17年は34
分類）に分けられる（なお，平成23年は，13分類
も存在する）。取引基本表は，各産業間で取引さ
れた財・サービスを金額で表示したもの，投入係
数表は，取引基本表の内生部門において原材料等
の投入額を当該産業の生産額で除した係数，逆行
列係数表は，ある産業に対して，１単位の最終需
要があった場合，各産業の生産が究極的にどれだ
け必要となるかを示す係数となっている。
　本稿で用いる産業連関表は，都道府県単位で作
成された平成17年版（2005年）と23年版（「経済セン
サス－活動調査」の調査対象年次に合わせて例外
的に2011年で作成）の取引基本表内の内生部門
データ（大分類）を分析対象としている。

３．分析方法

　産業連関表（正確には，取引基本表の内生部門
データであるが，投入係数表や逆行列係数表でも
同様の分析が可能であることから，単に産業連関
表と表記する）を，分類部門数×分類部門数の多
変量データとみなした場合，もっとも分類数の少
ない大分類であっても，34あるいは37次元の部門
数の次元を有するデータとなる。
　我々の分析目的が，個々の産業間取引ではなく，
全体の取引構造に着目した類似性比較や可視化で
あることから，主成分分析を用いて，データを直
感的理解が容易な低次元の特徴空間へ縮約する。
次に，縮約されたデータにクラスター分析を適用
することで，地域間の類似性を樹形図によって視
覚的に確認することを目指す。
　特徴空間上のデータの作成や分類，可視化のた
めに，本稿で採用した主成分分析とクラスター分
析の 2 つの分析手法について以下に述べる。
　
3.1 主成分分析

　主成分分析は，多変量データの次元縮約手法と
して知られており，データの次元数が多い場合に，
少ない情報の損失で少数の合成変数にデータを
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変換するための分析手法である。多変量データX 
（供給側産業部門数n×需要側産業部門数n）に対
する合成変数Z（供給側産業部門数n×次元縮約
後の次元数k）は（1）式のように与えられる。

Z=XA… （1）
　ただし，行列A（需要側産業部門数n×次元縮
約後の次元数k）はデータXの分散共分散行列の
固有ベクトルに相当する。元のデータの情報を多
く含む（固有値の大きさの）順に，第 1 主成分
Z1 ，第 2 主成分Z2 ，第 3 主成分Z3 ，…となる。
本稿では，第 1 主成分と第 2 主成分を用いて 2 次
元データに変換し，比較や可視化の分析を行う。

3.2 クラスター分析

　クラスター分析は，データを類似度などの基準
に従っていくつかの集団（クラスター）に分類す
る手法である。クラスター分析には，階層的クラ
スタリングと非階層的クラスタリングの 2 種類が
あるが，非階層的クラスタリングでは，あらかじ
めクラスター数が必要となるため，本稿では，階
層的クラスタリングの中でも，個々のデータを１
つのクラスターとしてスタートし，クラスター間
の類似度に基づいて， 2 つのクラスターを逐次的
に結合しながらデータを分類する凝集型階層的ク
ラスタリングを使用し，樹形図を用いて階層構造
を表現する。類似度の指標としては，ユークリッ
ド距離，マンハッタン距離，マハラノビス距離，
コサイン類似度など数多くあり，クラスター間の
結合方法としては，ウォード法，群平均法，最短
距離法，最長距離法などがある。
　なお，解析は，オープンソースの統計解析シス
テムRを用いて実装した。

４．データの概要

　分析対象として，以下のデータを収集した。
・対象地域：都道府県
　各都道府県ホームページからダウンロードした
・対象年：平成17年版と平成23年版
　分析時の最新データは23年版であった

・対象表：取引基本表内の内生部門内データ
　中間投入×中間需要の計を除く部分
・対象分類：大分類
　平成17年版は34分類，平成23年版は37分類で
あったため，23年版を34分類になるよう次のよう
に再構成した。
・再構成の方法：総務省「平成23年産業連関表作
成基本要綱」の平成17年表との相違点［別表 4 ］
部門分類対応表（4）統合大分類を参考に，23年表
にある「はん用機械」「生産用機械」は「一般機械」，

「水道」「廃棄物処理」は「水道・廃棄物処理」，「業
務用機械」は「一般機械」と「精密機械」，「プラ
スチック・ゴム」は「その他の製造工業製品」と
し，17年表の34分類に合わせた。
　統一的に作成されている産業連関表であるが，
都道府県によって，産業部門の設定に相違がみら
れたため，できる限り全国表の産業部門に合わせ
る形で人手によりデータを加工して用いた。具体
的には，全国表では 1 つの産業部門であるが都道
府県版では複数の部門に分割されているものは値
を合算し，逆に，全国表では複数の産業部門となっ
ているものが都道府県版では 1 つの部門として表
されているものは，部門数に応じて値を等配分し
た。また，都道府県独自の産業部門（例えば，愛
知県では「自動車」「航空機」「その他輸送機械」
がある）を有する場合は，全国表にある最も近い
と思われる部門（前述の例では，「輸送機械」）へ
集約した。内生部門データは，34に分類された産
業（行方向：供給部門）がどの産業（列方向：需
要部門）にいくら販売したか，逆に言えば，34の
産業（列方向：需要部門）は，どの産業（行方
向：供給部門）からいくら購入したかを表してい
る。全国表についても同様に収集し，全国版およ
び47都道府県版のそれぞれについて，34×34の行
列データが得られた。図 1 は収集データのイメー
ジである。
　本稿では，これらの収集データを多変量データ
とみなし，分析を実施する際には，供給部門の各
産業データが需要部門の産業の金額で与えられる
と解釈することとする。需要部門と供給部門を入
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れ替えた（内生部門データ行列を転置した）場合
も同様に分析が可能である。
　取引基本表は，都道府県によって金額の単位が
大きく異なることに加えて，産業部門によっても
取引金額（生産額）に大きな差が見られるため，
分析の際に取引基本表の値をそのまま使用するこ
とは，金額に応じた影響が反映されると考えてよ
い。一方で，産業間の取引構造が類似しているに
もかかわらず，取引金額が小規模なためにそれら
の情報が表面化しないという状況も考えられる。
そこで，我々は，取引金額だけでなく，産業の取
引構造にも着目した類似性の抽出を図るため，金
額の大小（単位）の影響を排除するようデータを
標準化して用いた分析も行う。分析の目的におい
て，金額に着目する場合は，収集データを利用し，
産業間の取引（需要/供給）構造に関心がある場
合は，収集データを標準化（行列総和で除する/
行和で除する/平均 0 分散 1 の正規化など）した
ものを利用すればよい。なお，本稿で用いる標準
化データは，列ごとに平均 0 ，分散 1 の処理を行っ
たデータを表す。

５．分析結果

5.1 主成分分析による次元縮約

　 3 ．で述べたように，47都道府県ごとに存在す
る34×34の行列データに対して，主成分分析を

用いて34（供給部門）×2 の 2 次元データへ縮約す
る。その際，変換基準が異なると，同一平面上で
の議論ができなくなるため，全国表の主成分分析
で得られた第１主成分と第 2 主成分の各軸上に統
一的に各都道府県データを変換した。
　図 2 ，図 3 注1 は各都道府県データを変換する
ための全国表の主成分分析に関するプロットであ
り，平成17年，平成23年データを標準化の有無に
よって区別している。第１主成分と第 2 主成分を

図１．収集データのイメージ図
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軸として，左上図が寄与する需要側産業部門（列
方向：左側）の主成分負荷量（固有ベクトル），
右上図が供給側産業部門（行方向：右側）の主成
分得点（合成変数Z）の散布図を示したものになっ
ており，標準化したデータを用いた場合が，それ
ぞれ左下図と右下図である。各軸の（ ）内の数値
は寄与率である。例えば，図 2 に示した平成17年
のプロットから，寄与率に関しては，第 1 主成分
と第 2 主成分の合計が0.52であることから，縮約
した第 1 ，第 2 主成分得点によって，元の34次元
データの約52%の情報を保持しているとみなすこ
とができる。また，輸送機械が主成分負荷量（固
有ベクトル）および主成分得点ともに第１主成分
に大きな値として特出しており，第 2 主成分で
は，固有ベクトルとして商業，主成分得点として
対事業所サービスが特出している。標準化によっ
て，取引金額（生産額）の情報ではなく，取引構
造に着目すると，第１，第 2 主成分については，
いくつかの産業部門がまとまった方向にプロット
され，主成分得点としては対事業所サービスや電
子部品が特徴的に現れていることがわかる。

5.2 都道府県クラスタリング

　47都道府県ごとの34×34の産業連関表データ
を，5.1で示した全国表主成分分析で得られた第
1 ，第 2 主成分軸へ統一的に変換し，各都道府県
のデータを34×2 の 2 次元データへ縮約する。こ
れらを元に，クラスター分析を用いて，都道府県
間の類似度に基づくクラスターを形成し，樹形図
によって可視化する注2。
　前述のように，データの性質上，分析の視点が
取引金額（生産額）の場合は収集データを，産業
間の取引構造の場合は，標準化したデータ（本稿
では，列ごとに平均 0 ，分散 1 に正規化したもの）
を用いる。例えば，n×m 行列で表されるA県の
データX AとB県のデータX B の類似度d（X A，X B ）
の指標は，（2）式で与えられるユークリッド距離
で統一した。

　  …（2）

　先に示した第１，第 2 主成分へ変換した場合は，
n=2 ，m=34 となる。また，主成分ごとに類似
度を測る場合は，n=1 とすればよい。第１主成
分と第 2 主成分を合わせた類似度（（2）式でn=2
とした場合）を用いて，クラスタリングを行うこ
とも可能であるが，本稿では全国表の各主成分軸
に解釈可能な特徴（5.1で詳述）が見られたため，
その特徴を反映するようなクラスタリングとして
の位置付けとした。
　図 4 ，図 5 は平成17年版データ，図 6 ，図 7 は
平成23年版データで，さらに標準化の有無と第１
主成分得点および第 2 主成分得点に分けて図示し
たものである。なお，クラスターの結合方法は，
ウォード法を用いた。 
　図 4 ，図 6 の上図（第１主成分得点による樹形
図）をみると，愛知県が１つのクラスターを形成
していることがわかる。これは，全国表の第１主
成分（図 2 や図 3 左上図）に影響ある産業部門と
して「輸送機械」がみられることから，大手自動
車産業を有する愛知県が特出していると考えられ
る。このことは，元の産業連関表の数値において
も確認することができる。大手自動車産業を有す
る愛知県では，輸送機械部門の供給側総額が 6.1
兆円（供給側全国同比26.7％），需要側総額が 9.5
兆円（需要側全国同比28.2％）であり，これは愛
知県に次いで輸送機械が突出する神奈川県の供給
側総額1.9兆円（8.5％），需要側総額2.9兆円（8.5％）
や静岡県の供給側総額1.8兆円（7.6％），需要側総
額2.7兆円（8.0％）などと比較しても極めて突出し
ていることがわかる。また，下図の第 2 主成分得
点では，東京都がクラスターとして出現している
が，こちらも図 2 や図 3 で確認すると，第 2 主成
分は，「商業」「運輸」「対事業所サービス」など
が特出しており，それらの特徴は東京都の産業と
して関連づけることができる。図 5 や図 7 の標準
化データを用いた場合は，生産額の影響が現れな
いことから，各主成分を特徴づける産業群に対し
て，いくつかのクラスターの形成が確認できた。
これらは，他の都道府県とは特異な構造を有する
都道府県群がクラスターとして出現しているよう
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にみえる。階層の低いクラスターに関しては，ク
ラスターの結合方法などにも依存して変化するた
め，本稿では言及しない。
　ここでは，（2）式のように全34産業部門を合算
した類似度を用いてクラスター分析を行ったが，
産業部門ごとの類似度を用いてクラスター分析す
ることも可能である。

5.3 主成分分析を用いた都道府県マッピング

　低次元特徴空間（ 2 次元の場合は平面）へ縮約
した産業連関表データを用いて，平面上に各都道
府県のデータをマッピングし，相対的な関係の
可視化を試みる。これらのマッピングでは，都道
府県ごとに，本来は34次元で表される供給部門の
データを同じ基準を用いて同一空間上に縮約する

図４．H17年データの都道府県クラスタリング

（上図：第１主成分得点，下図：第２主成分得点）

図５．H17年標準化データの都道府県クラスタリング

（上図：第１主成分得点，下図：第２主成分得点）

図６．H23年データの都道府県クラスタリング

（上図：第１主成分得点，下図：第２主成分得点）

図７．H23年標準化データの都道府県クラスタリング

（上図：第１主成分得点，下図：第２主成分得点）
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ことで，供給部門における都道府県の関係性を同
一マップ上に表現することができる。
　 2 次元の同一特徴空間上で比較を行うために，
5.1. に示した全国表における主成分軸上（図 2 ，図
3 の左）へ各都道府県のデータを変換する。例と

して，石油・石炭製品（石油炭）と電気機械（電機），
電力・ガス・熱供給（電力ガス），情報通信部門
ごとに，対象年と標準化の有無によってプロット
したものが，図 8 から図11である。横軸と縦軸は，
それぞれ全国表に合わせた第１主成分得点，第 2
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主成分得点を表す。標準化しないデータを用いた
プロット（図 8 ，図10）では，各供給産業部門に
おける取引金額の大きい都道府県が特出する傾向
にある。また，標準化データを用いたプロット（図
9 ，図11）では，供給産業部門における取引構造
の性質が似ている都道府県は近くに，そうでない
場合は他から離れて配置されているようにみえる。
　産業全体における都道府県の関係を示すには，
変換後の各都道府県34×2 の主成分得点データの
総和を取ることで47×2 データを生成し，図示す
る方法も考えられるが，都道府県間の関係は，産
業部門ごとに特徴が異なることから，あえてまと
めない方がよいだろう。
　本稿では，変換基準として全国表の主成分負荷
量（各産業の固有ベクトル）を用いたが，全国表
に合わせることで，全国表と似た産業構造の都道
府県は過大に，そうでない都道府県は過少に特徴
を抽出している可能性もあることから，分析の目
的に応じて基準を設定するとよい。

5.4 都道府県ごとの産業構造の可視化

　都道府県ごとの主成分分析を用いて，当該都道
府県における産業間取引の全体構造の把握と可視

化を行う。
　図12から図17は，例として福島県，東京都，石
川県のH17，H23データに関する主成分分析の結
果として，第１主成分・第 2 主成分として寄与す
る需要側産業部門（列方向）の固有ベクトル（左
図）と供給側産業部門（行方向）の主成分得点（右
図）の散布図を示したものである。これまでと同
様に，横軸が第１主成分，縦軸は第 2 主成分に対
応している。
　図中の主成分得点で表される産業部門（供給側）
は相対的な位置関係を示しているため，上下左右
の反転（正負）の違いには意味がないことに注意
が必要である。図16. 石川県H17データの主成分
分析の散布図
　図12から図17において，左上図の主成分プロッ
トから，各都道府県で大きな生産額（取引金額）
を有する特徴的な産業が特出していることがわか
る。また，標準化したデータでは，産業全体の取
引構造を俯瞰的にみることができ，右図の主成分
得点プロットでは，各都道府県において，似たよ
うな取引構造を持つ産業がクラスターとして抽出
されている。

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

0.
0

0.
1

0.
2

0.
3

0.
4

0.
5

福島 主成分負荷量

第 1主成分 ( 0.66 )

第
2主
成
分
 ( 
0.
13
 )

電機

建設

対事

精密輸送

電力

食料

運輸

機械

工業
公務

金融

化学
農水

商業

対個教育医保

電子

0e+00 2e+05 4e+05 6e+05

-5
00
00

0
50
00
0

15
00
00

25
00
00

福島 主成分得点

第 1主成分 ( 0.66 )

第
2主
成
分
 ( 
0.
13
 )

電機*

教育*

対事*

商業*
工業*

非鉄*

金属*

運輸*

窯業*
電力*
化学*パル*

金融*

農水*
鉄鋼*

石油*鉱業*

電子*情通*公務*医保*

-0.30 -0.25 -0.20 -0.15 -0.10 -0.05 0.00

-0
.3

-0
.2

-0
.1

0.
0

0.
1

0.
2

福島 主成分負荷量(標準化)

第 1主成分 ( 0.28 )

第
2主
成
分
 ( 
0.
1 
)

公務商業

教育公共

金融

水道

運輸

電力
対事

建設 電子情通

情報

輸送

窯業

農水工業医保
化学パル事務

食料

対個

不動

-10 -5 0

-6
-4

-2
0

2

福島 主成分得点(標準化)

第 1主成分 ( 0.28 )

第
2主
成
分
 ( 
0.
1 
)

対事*

運輸*
工業*

商業*

金融*

電力*

情報*

化学*

電子*情通*医保*

パル*

建設*
公共*精密*

農水*

食料*

繊維*

輸送*

教育*

H17年　都道府県別　主成分分析

-0.8 -0.6 -0.4 -0.2 0.0

-0
.4

-0
.2

0.
0

0.
2

0.
4

福島 主成分負荷量

第 1主成分 ( 0.3 )

第
2主
成
分
 ( 
0.
16
 )

電力

運輸
商業
建設

公務対事

非鉄

教育

医保
情通

情報
輸送

金融
電子

対個

化学工業

石油鉄鋼鉱業

-150000 -100000 -50000 0

-1
e+
05

-5
e+
04

0e
+0
0

5e
+0
4

福島 主成分得点

第 1主成分 ( 0.3 )

第
2主
成
分
 ( 
0.
16
 )

対事*

鉱業*

電力*

石油*

運輸*

商業*

情報*

金融*
水道*

化学*

工業*

電子*

不動*
建設*公務*

教育*
金属*パル*農水*

-0.30 -0.25 -0.20 -0.15 -0.10 -0.05 0.00

-0
.4

-0
.3

-0
.2

-0
.1

0.
0

0.
1

福島 主成分負荷量(標準化)

第 1主成分 ( 0.26 )

第
2主
成
分
 ( 
0.
11
 )

教育

商業
公務
水道
金融

公共対事

運輸

建設

情報

非鉄
輸送

鉄鋼
窯業

電子
精密電機

情通

不動

工業
化学 事務

電力

金属

不明

-10 -5 0

-6
-4

-2
0

2

福島 主成分得点(標準化)

第 1主成分 ( 0.26 )

第
2主
成
分
 ( 
0.
11
 )

対事*

運輸*

情報*

商業*

工業*

電力*

化学*

金融*石油*

パル*

情通*医保*公共*
水道*

対個*

電子*

非鉄*
教育*
鉄鋼*

窯業*金属*
電機*

建設*

H23年　都道府県別　主成分分析

図12．福島県 H17データの主成分分析の散布図 図13．福島県 H23データの主成分分析の散布図
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5.5 産業構造の推移の可視化

　ここまで，平成17年と平成23年の 2 時点のデー
タをそれぞれで分析してきたが，同一地域におけ
る産業構造の経時的な変化を捉えるために，対象
年ごとに得られる主成分負荷量（例えば図12，図

13の左上図）を比較する。これらの図は，ベクト
ルの方向や長さが，特徴空間に縮約された産業間
の需給構造に対する需要側産業部門の影響の度合
いを表現していると考えられることから，同一地
域の 2 時点におけるこれらの構図を視覚的に比較
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図14．東京都 H17データの主成分分析の散布図 図16．石川県 H17データの主成分分析の散布図

図15．東京都 H23データの主成分分析の散布図 図17．石川県 H23データの主成分分析の散布図
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することで，産業構造の推移としてみなすことが
できると考えている。見やすさのために，取引金
額における，第１主成分，第 2 主成分について絶
対値の大きい順に 6 産業部門についてのみプロッ
トしたものを図18に示す。各軸の（ ）内の数値は
寄与率である。ベクトルの長さに着目して，福島
県の場合は，平成17年に比べて平成23年では，「電
力ガス」の影響，つまり，産業部門間の需給構造（取
引構造）に対する需要側「電力ガス」部門の影響
が大きいことがわかる。東京都の場合は，平成17
年では「情報通信」と「金融」，「サービス」系に
特徴的な傾向がみられたが，平成23年では，「サー
ビス」系の増加に加えて，さらに「不動産」も一
つの大きな特徴として現れていることがわかる。
また，石川県においては，基盤産業の「機械」に

加えて，「電子部品」や「電力ガス」も長さが増
している。

６．考察

　産業連関表における取引基本表内の内生部門
データに対して，データ解析手法を適用した都道
府県間の関係や産業の移り変わりについて可視化
を軸に考察する。
　5.2 のクラスター分析では，都道府県をデータ
間の距離に基づいて分類し，樹形図で表現した。
産業を軸としたこの分類では，34の産業部門間の
取引金額（収集データ）と取引構造（標準化デー
タ）をもとに都道府県の関係を可視化した。収集
データを用いて分析する場合，生産額の大きな東
京や愛知，大都市を有する都道府県がまとまっ
たクラスターとして存在する形となった。標準化
したデータで分析する取引構造の場合は，産業構
造の特異な都道府県など，何らかの共通解釈がで
きるクラスターもあればそうでないクラスターも
あった。今回，クラスター間の結合方式として，
ウォード法を用いたが，連結方法によってクラス
ターの違いが若干見られることから，分析の際に
いくつか試行して，総合的に判断するとよいだろ
う。
　5.3 の主成分分析を用いた都道府県マッピング
では，取引金額でみた場合，産業部門ごとに額の
大きな都道府県が特出するため，全体がわかりや
すい。また，取引構造でみた場合は，各産業部門
で同じ傾向のある都道府県は近くに，そうでない
場合は単独で配置される結果となった。
　5.4 で示したように各都道府県のデータを主成
分分析することによって，産業構造を概観するこ
とができ，様々な可視化や都道府県間での比較も
可能となる。また，5.5 のように年次で比較すれ
ば，経年変化などに関する直感的な把握も容易と
なり，そのポイントから，産業構造の変化に関す
る詳細な要因について探っていくことも可能と考
える。
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図18．産業構造の推移の可視化

（上から福島，東京，石川）
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７．おわりに

　本稿では産業連関表に主成分分析を適用し，特
徴空間上で産業取引構造に関する都道府県間比較
や経年変化の分析を行ってきた。
　産業取引構造に関する都道府県間比較を行った
分析について，本研究では47都道府県の産業構造
の特徴を，全国版産業連関表を用いて同一空間上
で比較することにより，ある主成分負荷量に対応
した産業（製造業やサービス業など）を有する地
域同士をクラスターとして抽出することができ
た。産業連関表を用いた既存の都道府県間比較に
おいて，産業連関表内のある項目，例えば製造業
部門などの産業部門や粗付加価値，輸入・輸出な
どの項目のみ，あるいはそれらの組み合わせによ
る経済分析例は散見されるが，本研究の手法では，
すべての産業部門の情報を加味したうえで，全都
道府県の産業の特徴を統一した基準で客観的に比
較できるという利点がある。分析目的に応じて，
上述した粗付加価値項目や輸入・輸出等の影響も
考慮した恣意性のない客観的な分析も可能である。
　産業構造の経年変化を分析については，下田・
藤川・渡邊（2005）11）の「比例成長からの乖離分
析（DPG分析）」がある。これは最終需要等の変
化に伴う各産業の生産量の変化を定量化した手法
であり，使用データとして，最終需要に当たる消
費・投資・輸出や，産業構造を見る投入係数など
を用いていることから，本研究とは分析対象及び
評価尺度が大きく異なるため一概に比較はできな
い。本研究における主成分分析を用いた例は，都
道府県別産業部門ごとの主成分負荷量から，産業
取引構造の経年変化をベクトルの変化量（長さ）
で見ることにより特徴成分の大小関係が視覚的に
理解しやすい点が挙げられる。
　データ解析者の立場から，産業連関表の新たな
活用法として，主成分分析やクラスター分析を適
用し，それらの可視化に関して分析の有効性や可
能性を検証した。分析結果における詳細な解釈
は，経済学の立場から行うべきであり，現段階で
は，まだ十分できていない。しかし，本研究では，

産業連関表に関する個々のデータに興味があるの
ではなく，全体の経済構造や都道府県間の関係性
に関心があるため，厳密な数値よりは，可視化と
いうツールで全体の把握に徹してきた。特に，主
成分分析を取り掛かりとして，都道府県ごとに34
×34の行列で表される複雑な連関構造に対して，
全国表における主成分軸へ変換することで，統一
した空間上で類似性の議論を進めてきた。縮約
した第１・第 2 主成分を用いた分析では，各主成
分へ大きく寄与する産業群という新たな切り口で
都道府県の主要なクラスターを確認することがで
きた。取引金額の影響を除いた産業間の取引（需
要/供給）構造に着目するために，標準化データ
を用いて分析したところ，各主成分でいくつかの
クラスターの形成が確認できた。これらのクラス
ターに対する詳細な特徴や解釈には，専門的な知
識が必要となるだろう。

【注】

　　　　　　　　　　
注1 主成分分析を適用した作図（図 2 , 3 及び図 8～

18 に該当する）では，各主成分の要素数が多いた
め，各主成分のメディアン値に対する差の絶対値
が大きい順に選定し，大きな特徴を有する部門・
地域を表すものとして作図している。特に図 2 , 3
及び図 8～17では15部門及び都道府県，図18では
6 部門に関して選定している。

注2 次元縮約後のデータに対し，クラスター分析を
行う 2 段階の分析方法に関して，Arabie&Hubelt

（1994）12），岡太（2015）13），山本（2015）14），林（2018） 
15）では，元のデータに対して適切なクラスターが
得られない「Tandem clusteringの問題」が生じ
る可能性があると指摘している。本研究では，次
元縮約後の各主成分得点のデータに階層的クラス
タリングを適用し，都道府県間の比較を行ってい
る点で，Tandem clusteringには該当しない。
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